
国
有
林
野
の
管
理
経
営
に
関
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
概
要

国有林野の有する公益的機能の維持増進を図るための

き
人
材
の
育
成
及
び
確
保
そ
の
他
国
有

林
野
事
業
及
び
民
有
林
野
に
係
る
施
策

の
一
体
的
な
推
進
に
配
慮
し
て
定
め
る

も
の
と
す
る
。

③　

森
林
管
理
局
長
は
、
国
有
林
野
事
業

及
び
民
有
林
野
に
係
る
施
策
の
一
体
的

な
推
進
の
た
め
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、

地
方
公
共
団
体
の
長
に
必
要
な
協
力
を

要
請
で
き
る
も
の
と
す
る
。

（
2
） 

分
収
林
制
度
の
見
直
し

    

国
以
外
の
者
と
国
有
林
野
の
育
林
等
の
費

用
を
分
担
し
、
将
来
収
益
を
分
配
す
る
仕

組
み
で
あ
る
分
収
造
林
契
約
及
び
分
収
育

林
契
約
の
存
続
期
間（
80
年
及
び
60
年
）に

つ
い
て
、
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
を
図

る
た
め
長
伐
期
施
業
を
行
う
こ
と
が
適
当

と
農
林
水
産
大
臣
が
認
め
る
と
き
は
、
そ

れ
ぞ
れ
、
一
回
ご
と
に
80
年
又
は
60
年
を

超
え
な
い
範
囲
で
延
長
で
き
る
も
の
と
す

る
。

（
3
） 

共
用
林
野
制
度
の
見
直
し

    

地
域
住
民
に
国
有
林
野
の
使
用
を
認
め
る

共
用
林
野
制
度
に
つ
い
て
、
バ
イ
オ
マ
ス

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
を
推
進
す
る
た
め
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
共
同
の
利
用
に
供
す

る
た
め
の
林
産
物
の
採
取
が
で
き
る
よ
う

に
す
る
。

２
．
森
林
法
の
一
部
改
正

 

（
1
） 

森
林
管
理
局
長
は
、
国
有
林
の
有
す

る
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
を
図
る
た
め

必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
国
有
林
と
一
体

と
し
て
整
備
及
び
保
全
を
行
う
こ
と
が
相

当
と
認
め
ら
れ
る
民
有
林
の
森
林
所
有
者

等
と
協
定（
公
益
的
機
能
維
持
増
進
協
定
）

を
締
結
し
て
、
当
該
協
定
に
係
る
森
林
の

整
備
及
び
保
全
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
も

の
と
す
る
。

 

（
2
） 

協
定
の
内
容
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準

に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

も
の
と
す
る
。

①　

国
有
林
の
有
す
る
公
益
的
機
能
の
維

持
増
進
を
図
る
た
め
に
有
効
か
つ
適
切

な
も
の
で
あ
る
こ
と
。

②　

民
有
林
の
有
す
る
公
益
的
機
能
の
維

持
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

③　

森
林
の
利
用
を
不
当
に
制
限
す
る
も

の
で
な
い
こ
と
。

④　

協
定
区
域
内
又
は
協
定
区
域
に
近
接

す
る
民
有
林
に
お
い
て
都
道
府
県
が
行

う
治
山
事
業
の
実
施
に
関
す
る
計
画
と

の
整
合
性
に
配
慮
し
た
も
の
で
あ
る
こ

と
。

⑤　

協
定
の
有
効
期
間
、
協
定
に
違
反
し

た
場
合
の
措
置
等
の
協
定
記
載
事
項
に

つ
い
て
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
基
準

に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

（
3
） 

協
定
は
、
協
定
締
結
の
公
告
後
に
当
該

協
定
の
対
象
で
あ
る
民
有
林
の
森
林
所
有

者
等
と
な
っ
た
者
に
対
し
て
も
そ
の
効
力

が
あ
る
も
の
と
す
る
。

　
　

ま
た
、
協
定
に
基
づ
い
て
森
林
所
有
者

等
が
行
う
立
木
の
伐
採
に
つ
い
て
、
市
町

村
長
へ
の
届
出
を
不
要
と
す
る
。

（
4
） 

協
定
案
の
公
告
・
縦
覧
そ
の
他
協
定
の

１
．
国
有
林
野
の
管
理
経
営
に
関
す
る

法
律
の
一
部
改
正

（
1
） 

管
理
経
営
基
本
計
画
等
の
見
直
し

①　

農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る「
管
理
経
営

基
本
計
画
」及
び
森
林
管
理
局
長
が
定
め

る「
地
域
管
理
経
営
計
画
」の
計
画
事
項

に
、「
国
有
林
野
と
一
体
と
し
て
整
備
及

び
保
全
を
行
う
こ
と
が
相
当
と
認
め
ら

れ
る
民
有
林
野
の
整
備
及
び
保
全
に
関

す
る
事
項
」を
追
加
す
る
。

②　

管
理
経
営
基
本
計
画
等
は
、
森
林
に

お
け
る
生
物
多
様
性
の
保
全
、
国
民
の

需
要
に
即
し
た
林
産
物
の
供
給
、
効
率

的
か
つ
安
定
的
な
林
業
経
営
を
担
う
べ

　

平
成
24
年
６
月
27
日
、「
国
有
林
野
の
有
す
る
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
を
図
る
た
め
の
国

有
林
野
の
管
理
経
営
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
」が
公
布
さ
れ
ま
し
た
の

で
、
そ
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

　

国
有
林
野
事
業
は
、
こ
れ
ま
で
、
奥
地
の
水
源
地
域
な
ど
に
多
く
所
在
す
る
国
有
林
野
に
つ

い
て
、
そ
の
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
を
基
本
と
し
つ
つ
、
特
別
会
計
に
よ
り
企
業
的
に
運
営

し
て
き
ま
し
た
。

　

一
方
、
我
が
国
森
林
・
林
業
の
状
況
を
み
る
と
、
国
有
林
及
び
民
有
林
を
通
じ
た
森
林
の
公

益
的
機
能
の
発
揮
が
強
く
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
地
域
に
よ
っ
て
は
、
国
有
林
に
隣
接

す
る
民
有
林
に
お
い
て
十
分
な
整
備
や
保
全
が
行
わ
れ
て
い
な
い
状
況
も
み
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
国
有
林
野
事
業
に
つ
い
て
、
国
有
林
と
民
有
林
の
一
体
的
な

整
備
及
び
保
全
を
図
る
た
め
の
仕
組
み
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
特
別
会
計
に
よ
り
企
業
的
に

運
営
す
る
事
業
か
ら
、
一
般
会
計
で
実
施
す
る
事
業
に
見
直
す
こ
と
と
し
ま
し
た
。
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国有林野の有する公益的機能の維持増進を図るための

　国有林と民有林の一体的な整備・保全が図られ、森林の有する公益的機能が
十全に発揮される。 

 
　

、
、

期待される効果 

国有林野の有する公益的機能の維持増進を図るための国有林野の 
管理経営に関する法律等の一部を改正する等の法律の概要  

　農林水産大臣等が定める「国有林野の管理経営計画」を拡充し、国有林 
　だけではなく、国有林と一体として整備及び保全を行うことが相当と認め 
　られる民有林についても、その整備及び保全ができるよう措置 
　 

 

法律の概要 

森林法の一部改正 

　

 
 
　既存の累積債務については、債務を国民の負担とせず、林産物収入等に
よって返済することを明確にするため、債務処理を経理する暫定的な特別会
計を設置する。 
　 　あわせて、債務の返済期限、利子補給等についても規定。 

　国有林野事業特別会計を廃止し、国有林野事業は一般会計において実施
することとする。

国有林野の管理経営に関する法律の一部改正 

特別会計に関する法律の一部改正 

　分収林契約について、長伐期施業の推進のため、契約期間を延長できる 
　よう措置 
　共用林野制度について、地域住民の共同のエネルギー源として、国有林 
　野内の立木を使用できるよう措置　　

締
結
手
続
に
つ
い
て
定
め
る
。

３
．
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
の
一
部

改
正

　
（
1
） 

国
有
林
野
事
業
特
別
会
計
を
廃
止

し
、
国
有
林
野
事
業
は
一
般
会
計
に
お
い

て
実
施
す
る
。

  

（
2
） 

現
行
特
別
会
計
の
既
存
債
務
に
つ
い

て
は
、
林
産
物
収
入
等
で
返
済
し
、
新
た

な
国
民
負
担
は
生
じ
さ
せ
な
い
こ
と
と
し
、

そ
の
処
理
を
経
理
す
る
た
め
の
暫
定
的
な

特
別
会
計
を
設
置
す
る
。

４
．
特
定
独
立
行
政
法
人
等
の
労
働
関

係
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

    

国
有
林
野
事
業
が
国
営
企
業
で
な
く
な
る

こ
と
か
ら
、
国
有
林
野
事
業
職
員
に
つ
い

て
、
労
働
関
係
に
関
す
る
特
例
を
廃
止
す

る
。

５
．
国
有
林
野
事
業
を
行
う
国
の
経
営

す
る
企
業
に
勤
務
す
る
職
員
の
給
与

等
に
関
す
る
特
例
法
及
び
国
有
林
野

事
業
の
改
革
の
た
め
の
特
別
措
置
法

の
廃
止

　
　

４
と
同
様
に
、
国
有
林
野
事
業
職
員
に

つ
い
て
、
給
与
等
に
関
す
る
特
例
を
廃
止

す
る
と
と
も
に
、
国
有
林
野
事
業
特
別
会

計
の
廃
止
に
伴
い
、
国
有
林
野
事
業
の
改

革
の
た
め
の
特
別
措
置
法
を
廃
止
す
る
。

た
だ
し
、
債
務
の
償
還
期
限
及
び
国
会
報

告
に
係
る
規
定
に
つ
い
て
は
、
な
お
効
力

を
有
す
る
も
の
と
す
る
。

６
．
そ
の
他
の
法
律
の
改
正

 　

そ
の
他
関
係
法
律
に
つ
い
て
所
要
の
改
正

を
行
う
。

７
．
施
行
期
日
等

（
1
） 

こ
の
法
律
は
、
平
成
25
年
４
月
１
日
か

ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
１（
1
）の
管
理

経
営
計
画
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、

公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
2
） 

農
林
水
産
大
臣
は
平
成
24
年
12
月
31
日

ま
で
に
、
森
林
管
理
局
長
は
平
成
25
年
３

月
31
日
ま
で
に
、
現
行
の
管
理
経
営
基
本

計
画
及
び
地
域
管
理
経
営
計
画
を
変
更
す

る
も
の
と
す
る
。
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